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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等
　

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期

会計期間

自　平成17年
　　７月１日
至　平成17年
　　12月31日

自　平成18年
　　７月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　７月１日
至　平成19年
　　12月31日

自　平成17年
　　７月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成18年
　　７月１日
至　平成19年
　　６月30日

売上高 (千円) 11,501,24712,296,72413,057,66822,909,76724,711,059

経常利益 (千円) 1,511,3641,630,0041,411,7782,924,2433,023,154

中間(当期)純利益 (千円) 751,914 849,893 728,6281,459,5641,541,629

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ─ ― ─

資本金 (千円) 1,594,3982,390,5032,390,5031,597,3982,390,503

発行済株式総数 (株) 134,462 143,870 143,870 134,670 143,870

純資産額 (千円) 7,853,97710,869,07812,098,8008,502,68411,489,670

総資産額 (千円) 13,965,38616,130,70716,523,12713,892,08816,046,790

１株当たり純資産額 (円) 58,410.3975,547.9184,095.3663,137.1879,861.48

１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) 5,592.516,151.465,064.4810,848.2510,934.15

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) 5,583.796,149.11 ─ 10,836.1510,930.58

１株当たり配当額 (円) 500 500 800 1,000 1,300

自己資本比率 (％) 56.2 67.4 73.2 61.2 71.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,900,072539,953 970,8613,328,0601,501,845

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,108,966△1,334,166△1,940,624△611,423 26,941

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △574,947 937,762△385,813△1,195,128514,591

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 2,903,5714,352,4724,896,7264,208,9226,252,301

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
459

(4,469)
532

(4,203)
510

(4,727)
532

(4,229)
545

(4,221)

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については
記載しておりません。

２　売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税を含む。以下、同様。)は含まれておりません。
３　第30期中において、平成17年９月29日付でストックオプション権利行使(24株、615千円)がなされております。
４　第31期中において、平成18年10月19日付で有償一般公募(8,000株、1,379,312千円)、平成18年11月20日付で有償
第三者割当(1,200株、206,896千円)を行っております。

５　第32期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業内容について、重要な変更

はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成19年12月31日現在

従業員数(名) 510( 4,727 )

(注) １　従業員数には、使用人兼務役員２名、契約社員１名は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

　

(2) 労働組合の状況

現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間における日本経済は、原油価格等資源価格の高騰、食材等の賞味期限切れ問題に絡む食

の安全への不安等に、米国サブプライム問題に端を発する金融不安による資本市場の混乱等の影響も相

まって、外食産業、特に居酒屋業界においては大変厳しい事業環境を強いられる結果となりました。

このような状況の中で、当社は「いつまでも感謝の気持ちを原点に」をスローガンとして、①既存店の

改善強化、②フランチャイズビジネスの拡大、③業務フローの改善、④人材強化にフォーカスして、各施策

に取り組んでまいりました。

当中間会計期間における各施策について、①既存店の改善強化に関しましては、販売促進活動強化が功

を奏し宴会獲得は昨年以上に好調でしたが、一方で個人のお客様の獲得に苦戦した結果、既存店売上高は

期首時点での売上計画に対しては95.8％の達成率に終わりました。②フランチャイズビジネスの拡大に

関しましては、店舗オペレーションの改善に予想以上の時間を要したことにより、展開が遅延いたしまし

た。その結果、フランチャイズビジネスにおける期首時点での利益計画に対して49.7％の達成率となり、

当社全体の利益計画未達成の要因となりました。③業務フロー改善に関しましては、いわゆるＪ－ＳＯＸ

対応を中心とした業務改善になりますが、ほぼ計画通りに推移しており、ガバナンス強化へ順調な取組み

となっております。④人材強化に関しましては、採用や教育を担う人材開発部門と営業部門との連携を進

めるなどして組織力強化を図り、計画的・継続的な人材育成に取り組むことで、人材の長期的な財産とし

ての蓄積が進みました。

続いて、出店状況に関しましては、直営店として「東方見聞録」７店、「月の雫」１店、「黄金の蔵」１

店を新規出店し、フランチャイズ店として「荳庵」１店、「ごはんや　三光亭」２店を新規出店いたしま

したが、直営店に関しましては、期首時点での出店計画に対して実際の開店時期の遅延により生じた出店

店舗に係る出店コストおよびトレーニング人件費等のイニシャルコストの計上が期首時点での利益計画

未達の要因となりました。また、「月の雫」１店、「ごはんや　三光亭」１店を閉店いたしました。よって、

直営店７店、フランチャイズ店３店の合計10店の増加となっております。

以上の結果、当中間会計期間における実績は、売上高13,057百万円（前年同期比6.2％増）、経常利益

 1,411百万円（同13.4％減）、中間純利益 728百万円（同14.3％減）となりました。しかしながら、利益

率に関しましては、売上高営業利益率10.3％、売上高経常利益率10.8％をそれぞれ確保いたしました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前事業年度末に比べ1,355百万円

減少し、4,896百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、970百万円（前中間会計期間比79.8%増）となりました。これは、主に

税引前中間純利益が1,341百万円計上されましたが、法人税等の支払額が626百万円あったことによるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,940百万円（前中間会計期間比45.5%増）となりました。これは、主

に新規店舗の開設に伴う差入保証金の差入による支出898百万円及び有形固定資産の取得による支出590

百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、385百万円（前中間会計期間は937百万円の収入）となりました。これ

は、主に長期借入金の返済による支出215百万円及び配当金の支払100百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 原材料仕入実績

原材料仕入実績を業態別に示すと、次のとおりであります。
　

業態別
当中間会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前年同期比(％)

東方見聞録(千円) 1,298,002 108.2

月の雫(千円) 1,215,000 98.7

黄金の蔵(千円) 473,956 108.8

ごはんや　三光亭(千円) 76,565 300.6

その他(千円) 320,830 135.5

合計(千円) 3,384,355 108.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

販売実績を業態別に示すと、次のとおりであります。
　

業態別
当中間会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前年同期比(％)

東方見聞録(千円) 5,181,904 106.7

月の雫(千円) 4,798,710 97.7

黄金の蔵(千円) 1,923,151 110.1

ごはんや　三光亭(千円) 222,931 319.7

その他(千円) 930,972 131.0

合計(千円) 13,057,668 106.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 収容能力及び収容実績

収容能力及び収容実績を業態別に示すと、次のとおりであります。
　

業態別

前中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

客席数
(千席)

構成比
(％)

来店客数
(千人)

構成比
(％)

客席数
(千席)

構成比
(％)

来店客数
(千人)

構成比
(％)

東方見聞録 1,633 40.5 1,577 39.0 1,799 39.6 1,705 37.5

月の雫 1,644 40.7 1,519 37.6 1,709 37.6 1,511 33.2

黄金の蔵 586 14.5 632 15.6 714 15.7 706 15.5

ごはんや
三光亭

23 0.6 114 2.8 116 2.6 364 8.0

その他 148 3.7 204 5.0 202 4.5 262 5.8

合計 4,034 100.0 4,046 100.0 4,540 100.0 4,548 100.0

(注)　客席数は、各月末現在の各店舗客席数×営業日数として算出しております。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

フランチャイジーとの加盟契約

　　当社は、当中間会計期間において、新たに３社（３店舗）とフランチャイズ契約を締結してお　　ります。

　その内容は次のとおりであります。

(1) 当事者（当社と加盟者）間で締結する契約

　①契約の名称　　　　　　ごはんや三光亭、荳庵の各フランチャイズチェーン加盟契約

　②契約の本旨　　　　　　当社の許諾による各フランチャイズチェーンに加入し、当該店舗経営

　　　　　　　　　　　　　のための、フランチャイズ契約関係を形成すること。

(2) 加盟に際して徴収する契約金、その他金銭に関する事項

　①加盟契約金　　　　　　400万円或いは800万円（別途消費税）

　②保証金　　　　　　　　100万円或いは200万円

　③ロイヤルティ　　　　　毎月30万円（別途消費税）或いは総売上高の４％（別途消費税）

　④システム使用料　　　　毎月３万円（別途消費税）

　⑤契約更新料　　　　　　100万円或いは200万円（別途消費税）

(3) 商標等の使用許諾に関する事項

　　ごはんや三光亭、荳庵の各商標、サービスマーク、ロゴマーク、意匠、

　　キャッチフレーズ等一切の営業表示については、当社の指示に従って使用することを許諾する。

(4) 契約期間に関する事項

　①契約期間　　　　　　　契約日より５年間

　②契約更新　　　　　　　当時者（当社と加盟者）間の合意がなされる場合に限り契約の更新を

　　　　　　　　　　　　　行う。契約の更新期間は２年とする。　

　

　

　

　

　

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設等で完了したものは、以下の

とおりであります。

　①重要な設備の新設

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)

完成年月日
増加能力
(増加客席数)

従業員数
(人)建物及び

構築物
器具及び
備品

合計

(東方見聞録)

秋葉原店
東京都　千代

田区
店舗設備 78,68011,63190,311平成19年7月 184席 3

赤羽東口店 東京都　北区 店舗設備 51,24013,13164,371平成19年10月 163席 4

関内北口店

神奈川県　横

浜市　　　　　中

区

店舗設備 33,21011,28644,497平成19年10月 156席 3

上野浅草口店
東京都　台東

区
店舗設備 31,09913,00944,109平成19年11月 129席 4

新宿東口ニューサンパー

ク店

東京都　新宿

区　
店舗設備 34,75613,40548,161平成19年11月 138席 2

浦安駅前店
千葉県　浦安

市
店舗設備 33,01313,46746,481平成19年12月 126席 2

(月の雫)

吉祥寺公園口店
東京都　武蔵

野市
店舗設備 28,59711,31839,916平成19年7月 155席 3

(黄金の蔵)

ぶたや秋葉原店
東京都　千代

田区
店舗設備 61,65414,44976,104平成19年12月 186席 2

合計 ― ― 352,252101,700453,952― 1,237席 23

(注)　上記金額には、消費税等は含んでおりません。

 

　②重要な設備の除却

事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(千円)

建物及び

構築物
器具及び備品 合計

(ごはんや　三光亭)

熊谷拾六間店 埼玉県　熊谷市 店舗設備除却 27,468 6,581 34,049

(注)　上記金額には、消費税等は含んでおりません。
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２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 前事業年度末に計画していた重要な設備の新設、除却等のうち、当中間会計期間に完了したものは、

「１　主要な設備の状況」に記載しております。

(2) 当中間会計期間末において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおりでありま

す。

①　重要な設備の新設

　

店舗名 所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定 完成後の
増加能力
増加客席数
(席)

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手年月 完了予定年月

吉今・黄金の蔵ア

トリウム秋葉原店

東京都　千代

田区
店舗設備 142,71713,335 自己資金 平成20年3月 平成20年4月 173

(注)　上記の金額には店舗賃借に係る入居保証金が含まれております。なお、上記金額には、消費税等は含んでおりませ

ん。

　

②　重要な設備の除却等

当中間会計期間において、新たに確定した設備のリース契約の解約は、次のとおりであります。

事業所名

(所在地)
設備の内容

リース解約費用(百

万円)
解約の予定年月 解約の理由

 黄金の蔵

 新宿伊勢丹前店 東京都　新宿区 店舗設備のリース 34,284平成20年1月
ビルの再開発によ

る

(注)　上記の金額には店舗賃借に係る入居保証金が含まれております。なお、上記金額には、消費税等は含んでおりませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 430,720

計 430,720

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成19年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年３月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 143,870 143,870
株式会社東京証券
取引所市場第二部

―

計 143,870 143,870 ― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成20年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成15年９月25日定時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
(平成19年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年２月29日)

新株予約権の数(個) 58 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 116 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 12,574,052 同左

新株予約権の行使期間
平成17年10月１日から
平成21年９月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 108,397
資本組入額 54,199

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３、４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡について
は、当社取締役会の承認を要す
る。(注)４

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― ―
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(注) １　当社普通株式につき株式の分割又は併合が行われる場合には、各新株予約権の目的となる株式の数は、次の算

式により調整を行うこととします。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて各新株予約

権の目的たる株式の数を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、各新株予約権の目的たる

株式の数は適切に調整されるものとします。なお、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てることとしま

す。

２　新株予約権の発行日以降、次の(ⅰ)または(ⅱ)の事由が生じる場合、行使価額は、それぞれ次に定める算式(以

下「行使価額調整式」という。)により、調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り

上げることとします。

(ⅰ)当社普通株式の分割または併合が行われる場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(ⅱ)当社が時価(ただし、当社の株式の公開前においては、その時点における調整前行使価額を時価とみなす。)

を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることとします。

　　ただし、新株予約権の行使による場合は、行使価額の調整を行わないこととします。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記の他、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価

額を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとします。

３　各新株予約権の一部行使はできないこととします。

４　新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項については、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新

株予約権割当契約書」に定めております。

５　新株予約権の行使時の払込金額は、総額を記載しております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

前中間会計期間(自平成18年７月１日至平成18年12月31日)、当中間会計期間(自平成19年７月１日至平

成19年12月31日)及び前事業年度(自平成18年７月１日至平成19年６月30日)

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年７月１日～　平
成19年12月31日

─ 143,870 ─ 2,390,503 ─ 2,438,802
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(5) 【大株主の状況】

平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

平　林　　　実 東京都世田谷区 28,960 20.12

平　林　隆　広 東京都世田谷区 27,660 19.22

平　林　登志子 東京都世田谷区 17,360 12.06

平　林　実　人 東京都世田谷区 11,480 7.97

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)
取締役社長　小山　登志雄

東京都港区浜松町２―11―３ 2,683 1.86

バンクオブニューヨークヨーロッ
パリミテッドルクセンブルグ
131800
(常任代理人株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務室)

6D ROUTE DE TREVES L-2633 
SENNINGERBERG
(東京都中央区日本橋兜町６―７)

2,186 1.51

ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー505025
(常任代理人株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A
(東京都中央区日本橋兜町６―７)

979 0.68

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２─７─１ 800 0.55

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋３─７─１ 800 0.55

ビーエヌピーパリバセキュリ
ティーズサービスルクセンブルグ
ジャスデックセキュリティーズ
(常任代理人香港上海銀行東京支
店)

23,AVENUE DE LA PORTE NEUVE L-2085 
LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋３―11―１)

750 0.52

計 ― 93,658 65.04
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成19年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 143,870 143,870 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 143,870 ― ―

総株主の議決権 ― 143,870 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が94株含まれております。また「議決権の

数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数94個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成19年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 141,000139,000110,000110,000 90,000 78,700

最低(円) 126,000105,000 83,000 86,400 74,100 68,700

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。なお、前中間会計期間(平成18

年７月１日から平成18年12月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期間(平成19

年７月１日から平成19年12月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31

日まで)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計

期間(平成19年７月１日から平成19年12月31日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間

監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項

により、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.1％

売上高基準 ―％

利益基準 0.0％

利益剰余金基準 0.1％
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【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　
前中間会計期間末
(平成18年12月31日)

当中間会計期間末
(平成19年12月31日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,552,472 4,896,726 6,252,301

　２　売掛金 407,696 409,376 352,305

　３　たな卸資産 49,072 53,820 54,805

　４　前払費用 373,839 397,765 375,773

　５　繰延税金資産 56,365 63,789 67,520

　６　未収入金 3,146,786 18,715 16,694

　７　その他 45,796 52,759 29,641

　　　貸倒引当金 △4,208 △8 △8

　　流動資産合計 8,627,82153.5 5,892,94535.7 7,149,03444.6

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※１

　　１　建物 893,006 1,423,204 1,150,426

　　２　構築物 4,352 3,887 4,111

　　３　器具及び備品 296,695 337,002 287,837

　　４　土地 57,370 57,370 57,370

　　５　建設仮勘定 2,607 128,157 23,309

　　有形固定資産合計 1,254,032 7.81,949,622 11.81,523,055 9.5

　(2) 無形固定資産 53,717 0.3 76,673 0.4 77,611 0.5

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 122,823 566,733 124,157

　　２　関係会社株式 10,000 10,000 10,000

　　３　長期貸付金 38,945 32,991 36,142

　　４　差入保証金 5,616,121 7,347,714 6,500,986

　　５　繰延税金資産 213,526 235,366 229,149

　　６　その他 202,129 421,687 406,332

　　　　貸倒引当金 △8,409 △10,607 △9,678

　　　投資その他の資産
　　　合計

6,195,135 38.48,603,885 52.17,297,088 45.4

　　固定資産合計 7,502,88546.5 10,630,18264.3 8,897,75555.4

　　資産合計 16,130,707100.0 16,523,127100.0 16,046,790100.0
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　 前中間会計期間末
(平成18年12月31日)

当中間会計期間末
(平成19年12月31日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 698,756 773,448 585,583

　２　１年内償還予定社債 140,000 50,000 120,000

　３　１年内返済予定
　　　長期借入金

505,770 161,950 327,050

　４　未払金 285,985 271,358 399,373

　５　未払費用 830,051 848,450 774,659

　６　未払法人税等 802,470 695,837 708,366

　７　設備未払金 510,348 277,552 252,235

　８　役員賞与引当金 36,000 36,000 72,000

　９　その他 ※４ 535,933 497,042 482,134

　　流動負債合計 4,345,31626.9 3,611,64021.9 3,721,40323.2

Ⅱ　固定負債

　１　社債 50,000 ― ―

　２　長期借入金 151,950 ― 50,000

　３　長期未払金 14,535 13,349 12,163

　４　退職給付引当金 116,741 140,553 126,796

　５　役員退職慰労引当金 404,050 425,610 416,120

　６　その他 179,035 233,174 230,635

　　固定負債合計 916,3125.7 812,6874.9 835,7155.2

　　負債合計 5,261,62832.6 4,424,32726.8 4,557,11928.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　(1) 資本金 2,390,50314.8 2,390,50314.5 2,390,50314.9

　(2) 資本剰余金

　　１　資本準備金 2,438,802 2,438,802 2,438,802

　　　資本剰余金合計 2,438,80215.1 2,438,80214.7 2,438,80215.2

　(3) 利益剰余金

　　１　利益準備金 315 315 315

　　２　その他利益剰余金

　　　　別途積立金 3,100,000 3,100,000 3,100,000

　　　　繰越利益剰余金 2,930,566 4,163,899 3,550,367

　　　利益剰余金合計 6,030,88137.4 7,264,21444.0 6,650,68241.4

　　株主資本合計 10,860,18767.3 12,093,52073.2 11,479,98871.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

8,890 5,279 9,681

　　評価・換算差額等合計 8,8900.1 5,2790.0 9,6810.1

　　純資産合計 10,869,07867.4 12,098,80073.2 11,489,67071.6

　　負債純資産合計 16,130,707100.0 16,523,127100.0 16,046,790100.0
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② 【中間損益計算書】

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度の要約損益計算書
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 12,296,724100.0 13,057,668100.0 24,711,059100.0

Ⅱ　売上原価 3,115,68525.3 3,385,34025.9 6,301,86925.5

　　　売上総利益 9,181,03974.7 9,672,32774.1 18,409,19074.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 7,636,81462.1 8,323,75063.8 15,527,48962.8

　　　営業利益 1,544,22412.6 1,348,57610.3 2,881,70011.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 120,3471.0 113,4010.9 198,7840.8

Ⅴ　営業外費用 ※２ 34,5670.3 50,1990.4 57,3300.2

　　　経常利益 1,630,00413.3 1,411,77810.8 3,023,15412.3

Ⅵ　特別損失 ― ― 70,6380.5 92,3400.4

　　税引前中間(当期)
　　純利益

1,630,00413.3 1,341,14010.3 2,930,81411.9

　　法人税、住民税
　　及び事業税

750,406 618,621 1,386,801

　　法人税等調整額 29,704780,1106.4 △6,109612,5124.7 2,3831,389,1845.6

　　中間(当期)純利益 849,8936.9 728,6285.6 1,541,6296.3
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 1,597,3981,645,6981,645,6983153,100,0002,148,0085,248,3238,491,420

中間会計期間中の変動額

　新株の発行(千円) 793,104793,104793,104 ― ― ― ― 1,586,208

　剰余金の配当(千円)(注) ― ― ― ― ― △67,335△67,335△67,335

　中間純利益(千円) ― ― ― ― ― 849,893849,893849,893

　株主資本以外の項目の中間会計
　期間中の変動額(純額)(千円)

― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

793,104793,104793,104 ― ― 782,558782,5582,368,767

平成18年12月31日残高(千円) 2,390,5032,438,8022,438,8023153,100,0002,930,5666,030,88110,860,187

　

評価・換算差額等

純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) 11,264 11,264 8,502,684

中間会計期間中の変動額

　新株の発行(千円) ― ― 1,586,208

　剰余金の配当(千円)(注) ― ― △67,335

　中間純利益(千円) ― ― 849,893

　株主資本以外の項目の中間会計
　期間中の変動額(純額)(千円)

△2,373 △2,373 △2,373

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△2,373 △2,373 2,366,394

平成18年12月31日残高(千円) 8,890 8,890 10,869,078

(注)　平成18年９月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年６月30日残高(千円) 2,390,5032,438,8022,438,8023153,100,0003,550,3676,650,68211,479,988

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当(千円) ─ ─ ─ ─ ─ △115,096△115,096△115,096

　中間純利益(千円) ─ ─ ─ ─ ─ 728,628728,628728,628

　株主資本以外の項目の中間会計
　期間中の変動額(純額)(千円)

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

─ ─ ─ ─ ─ 613,532613,532613,532

平成19年12月31日残高(千円) 2,390,5032,438,8022,438,8023153,100,0004,163,8997,264,21412,093,520

　

評価・換算差額等

純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年６月30日残高(千円) 9,681 9,681 11,489,670

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当(千円) ─ ─ △115,096

　中間純利益(千円) ─ ─ 728,628

　株主資本以外の項目の中間会計
　期間中の変動額(純額)(千円)

△4,402 △4,402 △4,402

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△4,402 △4,402 609,129

平成19年12月31日残高(千円) 5,279 5,279 12,098,800

　

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

半期報告書

19/45



前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 1,597,3981,645,6981,645,6983153,100,0002,148,0085,248,3238,491,420

事業年度中の変動額

　新株の発行 793,104793,104793,104 ─ ─ ─ ─ 1,586,208

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ ─ △67,335△67,335△67,335

　剰余金の配当(中間配当) ─ ─ ─ ─ ─ △71,935△71,935△71,935

　当期純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 1,541,6291,541,6291,541,629

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) 793,104793,104793,104 ─ ─ 1,402,3591,402,3592,988,568

平成19年６月30日残高(千円) 2,390,5032,438,8022,438,8023153,100,0003,550,3676,650,68211,479,988

　

評価・換算差額等

純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) 11,264 11,264 8,502,684

事業年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ 1,586,208

　剰余金の配当 ─ ─ △67,335

　剰余金の配当(中間配当) ─ ─ △71,935

　当期純利益 ─ ─ 1,541,629

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△1,582 △1,582 △1,582

事業年度中の変動額合計(千円) △1,582 △1,582 2,986,986

平成19年６月30日残高(千円) 9,681 9,681 11,489,670
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税引前中間(当期)純利益 1,630,004 1,341,140 2,930,814

　　　減価償却費 108,077 194,032 268,045

　　　退職給付引当金の増加額 13,120 13,757 23,175

　　　役員退職慰労引当金の増加額 10,320 9,490 22,390

　　　貸倒引当金の増加額(△減少額) 1,254 929 △1,676

　　　役員賞与引当金の減少額 △44,000 △36,000 △8,000

　　　受取利息及び配当金 △4,057 △8,492 △8,787

　　　固定資産除却損 ─ 34,049 32,559

　　　支払利息 7,732 2,725 12,127

　　　社債利息 646 125 1,127

　　　株式交付費 4,353 ─ 4,353

　　　売上債権の増加額 △183,677 △57,070 △128,286

　　　たな卸資産の減少額(△増加額） △12,714 984 △18,447

　　　仕入債務の増加額 182,644 187,864 69,470

　　　その他流動資産の増加額 △228,799 △44,597 △86,685

　　　その他流動負債の増加額(△減少額) 93,781 △54,486 111,643

　　　その他固定負債の増加額 30,000 10,645 82,750

　　　　小計 1,608,684 1,595,097 3,306,572

　　　利息及び配当金の受取額 2,189 4,991 9,374

　　　利息の支払額 △8,204 △2,837 △13,123

　　　法人税等の支払額 △1,062,716 △626,389 △1,800,977

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 539,953 970,861 1,501,845

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △542,230 △590,541 △1,221,544

　　　有形固定資産の売却による収入 154,179 ─ 3,154,057

　　　無形固定資産の取得による支出 △3,046 △11,621 △38,402

　　　投資有価証券の取得による支出 ─ △450,000 ─

　　　差入保証金の差入による支出 △929,241 △898,456 △1,866,708

　　　差入保証金の返還による収入 2,024 21,664 17,211

　　　貸付けによる支出 △900 △300 △2,400

　　　貸付金の回収による収入 3,894 3,976 7,788

　　　その他 △18,846 △15,344 △23,059

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,334,166 △1,940,624 26,941

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減額(△純減額) △150,000 ─ △150,000

　　　長期借入金の返済による支出 △357,160 △215,100 △637,830

　　　社債の償還による支出 △70,000 △70,000 △140,000

　　　株式の発行による収入 1,581,855 ─ 1,581,855

　　　配当金の支払額 △66,933 △100,713 △139,433

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 937,762 △385,813 514,591
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前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ─ ─

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（減少額） 143,549 △1,355,575 2,043,379

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 4,208,922 6,252,301 4,208,922

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末
　　(期末)残高

4,352,472 4,896,726 6,252,301
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　資産の評価基準及び評価方

法

(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

　　　償却原価法(定額法)を採用して

おります。

(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

同左

(1) 有価証券

　　満期保有目的の債券

同左

　　子会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用

しております。

　　子会社株式

同左

　　子会社株式

同左

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)を採用しております。

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　　同左

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

を採用しております。

(2) デリバティブ

　　時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

　　原材料

　　　最終仕入原価法

(3) たな卸資産

　　原材料

同左

(3) たな卸資産

　　原材料

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

２　固定資産の減価償却の方法(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法

によっております。

　　主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　15～22年

器具及び備品

　　　　　３～15年

(1) 有形固定資産

平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産

平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）

については旧定額法によって

おります。

上記以外の有形固定資産につ

いては、旧定率法によってお

ります。

平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産

建物（附属設備を除く）につ

いては定額法、上記以外の有

形固定資産については定率法

によっております。

主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　建物　　 15～22年　

  器具及び備品

           ３～15年

(1) 有形固定資産

　　　　　同左

　（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い

　当事業年度から平成19

　年４月１日以降に取得

　した有形固定資産につ

　いて、改正後の法人税

　法に規定する減価償却

　の方法に変更しており

　ます。

　これにより、営業利益

　経常利益及び税引前当

　期純利益に与える影響

　は軽微であります。

　（追加情報）

法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上してお

ります。

なお、これによる影響額は軽

微であります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

(2) 無形固定資産

　　定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３　繰延資産の処理方法 (1) 株式交付費

　　支出時に全額費用処理しており

ます。

　　　　　　―

　　

(1) 株式交付費

支出時に全額費用処理してお

ります。

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数(３年)に

よる定額法により、翌期から

費用処理することとしており

ます。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき

計上しております。

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数(３年)に

よる定額法により、翌期から

費用処理することとしており

ます。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。

(4) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備

えるため、役員賞与支給見込

額のうち当中間会計期間に負

担すべき額を計上しておりま

す。

(4) 役員賞与引当金

同左

(4) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備

えるため、役員賞与支給見込

額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

５　リース取引の処理方法リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利

スワップについて、特例処理

を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段

金利スワップ

(2) ヘッジ手段

同左

(2) ヘッジ手段

同左

(3) ヘッジ対象

市場金利等の変動により

キャッシュ・フローが変動す

るもの(変動金利の借入金)

(3) ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ対象

同左

(4) ヘッジ方針

デリバティブ取引は金利の変

動によるリスク回避を目的と

しており、投機的な取引は行

わない方針であります。デリ

バティブ取引の執行・管理に

ついては、取引権限及び取引

限度額等を定めた社内ルール

に従い、資金担当部門が決裁

担当者の承認を得て行ってお

ります。

(4) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ方針

同左

(5) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップは特例処理の要

件を満たしており、その判定

をもって有効性の評価に代え

ております。

(5) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(5) ヘッジ有効性評価の方法

同左

７　中間キャッシュ・フロー計

算書(キャッシュ・フロー

計算書)における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資から

なっております。

同左 同左

８　その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本と

なる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理方法

同左

(1) 消費税等の会計処理方法

同左
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(表示方法の変更)

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

(中間貸借対照表)

　「未収入金」は、前中間会計期間まで、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末に

おいて資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しま

した。

　なお、前中間会計期間末の「未収入金」の金額は59,600千

円であります。

　　　　　　　　　　　　　　―
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成18年12月31日)

当中間会計期間末
(平成19年12月31日)

前事業年度末
(平成19年６月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

355,517千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　540,720千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

434,929千円

　２　偶発債務

当社は、店舗建物貸主及び金融機関と

の間で敷金預託委託契約を締結し、店

舗建物に係る敷金を回収しておりま

す。金融機関は当社に代わり、店舗建物

貸主に対して敷金を預託しており金融

機関が当該敷金を回収できない場合に

は、当社がこれを補償する義務を有し

ています。

なお、当中間会計期間末現在において

敷金547,245千円を預託しております。

　２　偶発債務

当社は、店舗建物貸主及び金融機関と

の間で敷金預託委託契約を締結し、店

舗建物に係る敷金を回収しておりま

す。金融機関は当社に代わり、店舗建物

貸主に対して敷金を預託しており金融

機関が当該敷金を回収できない場合に

は、当社がこれを補償する義務を有し

ています。

なお、当中間会計期間末現在において

敷金 404,412千円を預託しておりま

す。

　２　偶発債務

当社は、店舗建物貸主及び金融機関と

の間で敷金預託委託契約を締結し、店

舗建物に係る敷金を回収しておりま

す。金融機関は当社に代わり、店舗建物

貸主に対して敷金を預託しており金融

機関が当該敷金を回収できない場合に

は、当社がこれを補償する義務を有し

ています。

なお、当事業年度末現在において敷金

547,245千円を預託しております。

 

　３　当座貸越契約

当社は金融機関との間で当座貸越契約

を締結しております。この契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越限度額 300,000千円

借入実行残高 ―

差引額 300,000

３　当座貸越契約

当社は金融機関との間で当座貸越契約

を締結しております。この契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越限度額 200,000千円

借入実行残高 ─

差引額 200,000

　３　当座貸越契約

当社は金融機関との間で当座貸越契約

を締結しております。この契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越限度額 200,000千円

借入実行残高 ─

差引額     200,000

※４　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。

※４　消費税等の取扱い

同左

※４　　　 ─────
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 4,057千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 8,492千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 8,599千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 7,732千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 2,725千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 12,127千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 70,958千円

無形固定資産 5,908

　３　減価償却実施額

有形固定資産 155,241千円

無形固定資産 10,187

　３　減価償却実施額

有形固定資産 190,570千円

無形固定資産 14,999
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式(株) 134,670 9,200 ― 143,870

合計 134,670 9,200 ― 143,870

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加9,200株のうち8,000株は有償一般公募、1,200株は有償第三者割当による新株の

発行による増加であります。

　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月21日
定時株主総会

普通株式 67,335 500平成18年６月30日 平成18年９月22日

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年２月８日
取締役会

普通株式 71,935利益剰余金 500平成18年12月31日 平成19年３月19日
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当中間会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式 143,870 ─ ─ 143,870

合計
143,870

 
─ ─ 143,870

　

　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月20日
定時株主総会

普通株式 115,096 800平成19年６月30日 平成19年９月21日

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年２月14日
取締役会

普通株式 115,096利益剰余金 800平成19年12月31日 平成20年３月17日
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前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式(株) 134,670 9,200 ─ 143,870

合計 134,670 9,200 ─ 143,870

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加9,200株のうち8,000株は有償一般公募、1,200株は有償第三者割当による

新株の発行による増加であります。　

　

　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月21日
定時株主総会

普通株式 67,335 500平成18年６月30日 平成18年９月22日

平成19年２月８日
取締役会

普通株式 71,935 500平成18年12月31日 平成19年３月19日

　

　(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当(円)

基準日 効力発生日

平成19年９月20日
定時株主総会

普通株式 115,096利益剰余金 800平成19年６月30日 平成19年９月21日

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

半期報告書

32/45



(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成18年12月31日現在)

現金及び預金勘定 4,552,472千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

200,000

現金及び現金同等物 4,352,472
　

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成19年12月31日現在)

現金及び預金勘定 4,896,726千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

─

現金及び現金同等物 4,896,726
　

現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

(平成19年６月30日現在)

現金及び預金勘定 6,252,301千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

─

現金及び現金同等物 6,252,301
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

1  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

1  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

1  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末残高
相当額
(千円)

建物 6,046,512483,9465,562,566

器具及
び備品

1,432,0501,042,281389,769

ソフト
ウェア

113,92166,78747,133

合計 7,592,4851,593,0155,999,470

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末残高
相当額
(千円)

建物 5,957,7891,003,5634,954,225

器 具 及
び備品

1,266,397868,332398,065

車 両 運
搬具

10,8233,3437,479

ソフト
ウェア

77,72148,55529,166

合計 7,312,7321,923,7945,388,937

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

建物 5,959,141752,8095,206,332

器 具 及
び備品

1,418,715892,766525,949

車 両 運
搬具

23,0489,31413,733

ソフト
ウェア

77,72140,78236,939

合計 7,478,6271,695,6735,782,953

　

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 819,119千円

１年超 5,222,021

合計 6,041,141千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 1,431,418千円

１年超 3,984,008

合計 5,415,426千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 1,552,634千円

１年超 4,279,973

合計 5,832,608千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

①支払リース料 516,943千円

②減価償却費
相当額

438,882

③支払利息
　相当額

75,649

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

①支払リース料 474,205千円

②減価償却費
相当額

401,940

③支払利息
　相当額

65,413

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

①支払リース料 1,011,556千円

②減価償却費
相当額

855,754

③支払利息
　相当額

145,949

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零または残価保証額とする定額法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　          同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法に

よっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

　2　オペレーティング・リース取引　　　
　

未経過リース料

１年内 -

１年超 -

　合計 -

　2　オペレーティング・リース取引　　　
　

未経過リース料

１年内 20,160千円

１年超 166,985

　合計 187,145千円

　2　オペレーティング・リース取引　　　
　

未経過リース料

１年内 21,168千円

１年超 185,787

　合計 206,965千円

　

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

半期報告書

34/45



(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成18年12月31日現在)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

　　　　　　　種類
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

社債 100,000 90,536 △9,464

合計 100,000 90,536 △9,464

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

　　　　　　　種類 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

株式 7,830 22,823 14,993

合計 7,830 22,823 14,993

　

３　時価のない主な有価証券の内容

　

　　　　　　　内容 中間貸借対照表計上額(千円)

子会社株式

　非上場株式 10,000

　

当中間会計期間末(平成19年12月31日現在)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

　　　　　　　種類
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

社債 550,000 476,858 △73,141

合計 550,000 476,858 △73,141

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

　　　　　　　種類 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

株式 7,830 16,733 8,903

合計 7,830 16,733 8,903

　

３　時価のない主な有価証券の内容

　

　　　　　　　内容 中間貸借対照表計上額(千円)

子会社株式

　非上場株式 10,000
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前事業年度末(平成19年６月30日現在)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

種類
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

社債 100,000 95,240 △4,760

合計 100,000 95,240 △4,760

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

株式 7,830 24,157 16,327

合計 7,830 24,157 16,327

　

３　時価のない主な有価証券の内容

　

　　　　　　　内容 貸借対照表計上額(千円)

子会社株式

　非上場株式 10,000

　

(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間(自平成18年７月１日至平成18年12月31日)、当中間会計期間(自平成19年７月１日至平

成19年12月31日)及び前事業年度(自平成18年７月１日至平成19年６月30日)

当社は、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引のみであるため記載を省略しております。
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(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　ストック・オプションの内容

　
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 取締役１名及び従業員11名

株式の種類及び付与数(注) 普通株式　　　196株

付与日 平成15年９月25日

権利確定条件
権利行使時において、当社の取締役又
は従業員の地位にあること。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成17年10月１日から平成21年９月30
日まで

(注)　株式数に換算して記載しております。

　

２　ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

　
平成15年

ストック・オプション

権利確定前 (株)

　期首 ―

　付与数 ―

　失効数 ―

　行使数 ―

　未行使数 ―

権利確定後 (株)

　期首 132

　付与数 ―

　失効数 8

　行使数 8

　未行使数 116
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②　単価情報

　
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格(円) 109,500

行使時平均株価(円) 201,000

公正な評価単価(付与日)(円) ―

　

(持分法損益等)

前中間会計期間(自平成18年７月１日至平成18年12月31日)、当中間会計期間(自平成19年７月１日至平

成19年12月31日)及び前事業年度(自平成18年７月１日至平成19年６月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり純資産額
75,547円91銭

１株当たり純資産額
84,095円36銭

１株当たり純資産額
79,861円48銭

１株当たり中間純利益金額
6,151円46銭

１株当たり中間純利益金額
5,064円48銭

１株当たり当期純利益金額
10,934円15銭

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額

6,149円11銭

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、潜在株式調整
後１株当たり中間純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式
が存在しないため記載しておりませ
ん。

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

10,930円58銭

(注) １　１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり中間(当期)
純利益金額

中間(当期)純利益(千円) 849,893 728,628 1,541,629

普通株主に帰属しない
金額(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間
(当期)純利益(千円)

849,893 728,628 1,541,629

期中平均株式数(株) 138,161 143,870 140,992

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額
(千円)

― ― ―

普通株式増加数(株)
(うち新株予約権)

52
(52)

―
(―)

45
（45)

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後、１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要

―
　
　
　
　

新株予約権１種類（新株
予約権の数116個）

―
　
　
　
　

　

　　　(重要な後発事象)

    該当事項はありません。
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　(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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(2) 【その他】

平成20年２月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)中間配当による配当金の総額………………115,096千円

(ロ)１株当たりの金額……………………………800円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成20年３月17日

(注)　平成19年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第31期)(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)平成19年９月21日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年３月23日

株式会社三光マーケティングフーズ

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　谷　　靖　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　本　　秀　　仁　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　久 保 澤　　和　　彦　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社三光マーケティングフーズの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第31期事業年度の

中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社三光マーケティングフーズの平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管し

ております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年３月19日

株式会社三光マーケティングフーズ

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　谷　　靖　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　久 保 澤　　和　　彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社三光マーケティングフーズの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第32期

事業年度の中間会計期間(平成19年７月１日から平成19年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社三光マーケティングフーズの平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間(平成19年７月１日から平成19年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管し

ております。
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